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国内のインターネ ッ ト教育利用の動向
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(平成10年2月27日 　 受付)

　昨年に引 き続 き,日 本国内におけるインターネットの教育利用の動向を,学 校ホームページの開設

状況の分析および学校のホームページ管理者に対 して実施した調査によって検討する。このために,

1995年3月 から3年 間にわたって実験的に運用してきた教育情報リンク集 「インターネットと教育」

のページで定期的に収集しているURL情 報,お よび1998年 の1月 に実施した全国の学校のホームペー

ジ管理者に対するアンケー ト調査結果を用いた。公開されている国内の小学校,中 学校,高 等学校,

盲 ・聾 ・養護学校のホームページの合計の総学校数に対する比率は,昨 年同期の3%か ら7%に まで

増加している。調査対象となった学校の86%は インターネットに接続 していたが,イ ンターネットに

接続できる端末数が3台 以下の学校が58%あ り,教 職員の使えるメールアカウントが3以 下の学校が

72%に 達 しているなど,設 備や環境の整備の観点からはまだかなり問題が多いことも判明 した。

キ ー ワー ド:イ ン ター ネ ッ ト,学 校,教 育 ・学 習 情 報,交 流 ・協 同学 習,ホ ー ムペ ー ジ,電 子 メ ー ル

1　 は じめに

　 日本国内のインターネット教育利用プロジェク トの先駆けとなった100校 プロジェク ト

(ネットワーク利用環境提供事業)[1]の 活動が開始 されてからほぼ3年 を経過 し,イ ン

ターネットの教育利用は着実に展開を続けている。文部省は,第15期 の中央教育審議会の

1次 答申[2]を 受けて,2003年 までに国内のすべての小 ・中 ・高等学校などをインター

ネットに接続することを表明している。この決定は地方 自治体 にも通達され,今 後毎年

4000～8000校 の単位で学校が順次 インターネットに接続 されることが予想できる。また,

インターネットの教育利用はこれまでの全国的なプロジェクトに加えて,各 地方自治体に

おける教育情報ネットワークへと広がってお り,地 域間,学 校間の格差をはらみながらも,

教育情報環境の著しい変貌をもたらしつつある。

　 このように急速に変化しつつある日本国内のインターネットの教育利用の現状を把握 し,

問題点を抽出するために,イ ンターネッ トにおける学校ホームページの開設状況の調査と

学校のホームページ管理者を対象としたアンケー トを行った。このような調査としては,

我々の前々回,前 回の調査[3,4]以 外に も,100校 プロジェク ト参加校 を対象 として

1995年 度に山内が実施 したもの[5],1996年 度の文部省委託事業 として,日 本教育工学

振興会の情報通信ネッ トワークの教育利用に関する調査研究運営委員会が実施 したもの

[6]が ある。後者は,こ ねっと ・プラン参加校や100校 プロジェク ト参加校を中心 とし

た1600校 に対する広範な調査であり,運 用の実態にまで踏み込んだ精緻な調査になってい

る。一方我々は,こ れに比べて調査項 目は少ないが,対 象を特定のプロジェク ト校中心に

絞るのではなく,イ ンターネットの教育利用の全体的状況を把握することを目標 として,
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全 国のホームペ ージを公 開 している学校 を対 象 としたこ と,ま た回答者 として,実 際にイ

ンターネ ッ ト教育利用 の最前線 で活躍 している学校 のホームペ ージ管理者 の先生 方 を対 象

とした こと,な どが特徴 となっている。前 回 までの調査 では,リ ソース(教 育 ・学習情報

資源)に 重点 を置いていたが,今 回は これに加 えて,コ ミュニケーシ ョン ・コラボ レーシ ョ

ン(交 流 ・共 同学習)に 関する項 目も含 めた。

　電子 メールに よるア ンケー ト 「イ ンターネ ッ トの教 育利 用の現状 に関する調査」は1998

年1月11日 ～1月31日 に 実施 された。今年度は,1997年12月27日 版 の 「インター ネッ トと

教育」[7]に 記 載 されてい る2783校(高1015,中783,小876,特109)の 学 校のペー ジの

管理者(原 則 と して各校1名)を 対象 と した。 この うち電子 メール ア ドレスが記載 されて

いた ものが,2211校(高842,中589,小703,特77)で,電 子 メール ア ドレスの記 載率 は

79%で あ り,昨 年の記 載率75%よ り若干増加 してい る。 これ にもとついて各都道府県別 に

調査依頼メール を発送 し,710校(高266,中187,小221,特36)の 有 効回答 を得た。回答

率は32%で あ り昨年の回答率52%に 比 べて少な くな ってい る。 この原 因はい くつか考 えら

れるが,電 子メールの利用に よって この種の調査が容易 に行 えるようにな り,類 似内容の

調査 が これ らの学校 に集中 して行われてい ることが回答者か らも指摘 されてい る。学校 に

対 して インター ネッ トを利用 した調査 を行 う場合 はなるべ くその結果 を広 く公表 し,不 用

な重複調査 による学校への負担 を軽減す るための方策 を検討す る必要が あるだろう。

豆　学校のホームページの現状

　前回も我々が指摘 したように[4],教 育委員会で承認された公式なものから,個 人に

よる実験的な性格の ものまで幅広 く存在する学校のホームページを定義することは,現 段

階では必ず しも容易ではない。そこで我々は,一 般的なディレク トリサービス(リ ンク集)

で収集 されている 「学校のページ」の実態に近いものとして,以 下の基準 を当てはめてい

る。

　　●学校の公式ページに加え,教 師 ・関係者による非公式な実験的ページも含める。

　　●学校名をタイ トル表示 していない教師個人の研究実践ページは除 く。

　　●学校外の機関等で要覧的に作成 している情報量の少ないページは除 く。

　　●情報提供サービス会社などで集中的に作成されている学校のページは除 く。

　　●同窓会のページは除く。

1　 学校ホームページの開設数の推移

　我 々が実験 的に運 用 している教 育情 報 リンク集 「インター ネッ トと教育」で は,更 新 さ

れた リンク情報 を週単位で蓄積 してい るため,学 校 ペー ジ数の時間的変化 を調べ ることが

可能 となってい る。但 し昨年度 と比較 す ると,地 方 自治体 による教育情報 ネッ トワークの

整備が全国各地で進 んでい るため,学 校ホ ームペ ージの増加数 も著 しくなってお り,学 校

ホ ームペー ジの補足 率は80～90%程 度 と推定 され る。昨年 までの ような指数関数的 な増加

で はな く,図!の ように28校/週 程度の割合で時間 にほぼ比例 して増加 してい る。 なお,

昨 年お よび一昨年の平均 増加 率は,そ れぞれ,23校/週,6校/週 程度であ った。

　今回のア ンケ ー ト調査 に用いた!997年12月27日 版 の 「インター ネ ットと教育」の学校ペ

ー ジのデー タによれば
,現 在,全 国の高等学校 の18.5%(8.4%),中 学校の7.0%(3.1%),

小 学校 の3,6%(!.6%),盲 ・聾 ・養護学校の11.1%(4.8%),合 わ せる と日本の学校 の6.6%



(3.0%)が イ ンター ネッ ト上 にホームページ を公開 してお り,

い る ことがわかる(カ ッコ内は昨年 同期 の値)。

この1年 でほぼ倍増 して

図1学 校ホームページの開設数の推移

2学 校ホームページの都道府県別開設比

さて,1997年12月27日 版 の 「インターネ ッ トと教育」の学校ペー ジのデー タか ら,都 道

府県別の ホームペ ージ開設数 を求め,こ れをその都道府県の総学校数(小 学校+中 学校 ÷

高等学校+盲 ・聾 ・養護学校)で 割 った もの を,学 校 のホームペ ージの都道府県別開設比

と呼 び,図2に 表 した。学校数 は平成9年 度 の文部省 の学校基本統計調査報告 による。

上位12県 をあげる と,岐 阜 県(15.0%),佐 賀 県(13.9%),石 川 県(11.8%),山 梨 県

(11.7%),富 山県(11.7%),福 井 県(11。4%),秋 田 県(11.1%),長 野 県(10。7%),高

知 県(10.5%),香 川 県(9.9%),京 都 府(9.8%),新 潟 県(9.5%)と な る。 なお これ ら

の都 道府 県の多 くでは,地 方 自治体 に よる教育情報 ネ ッ トワークの整備 が進行 中である。

開設 比が下位 の県では3%程 度であ り,上 位 県 とかな りの差 が存在 している。ただ し,接

続 されてはいて もイ ンターネ ッ ト上では非公 開 となっている学校 の数はここには反映 され

ていない。 また,こ の開設比は実際の活動の質 まで とらえる ものではな く,都 道府県 別開

設比にかかわ らず,非 常 に先進的で活発な活動 を行っている学校 は全国に存在 している。

3学 校ホームページの運用形態と接続形態

先 に述べた ように,こ こで は学校のホー ムペー ジと して,公 式ペー ジだけではな く非公

式 な実験的ペー ジまで含めてい る。 しか しなが ら,非 公式 なペー ジの割合 はそれほ ど大 き

くな く,前 回の33%か ら,今 回は24%へ と減少 してい る。 また,私 立の高等学校な どを中

心 とした学校案 内 ・入試情報提供のペ ージの増加がやや 目立ったが,過 半数は学校の教育 ・

研究活動の一環 として運営 されて いるこ とが わか る。なお,回 答者の うちで,新100校 プ

ロジェク ト参加校 は32校(73校),こ ね っ と ・プラン参加校 は123校(430校)で あ り(カ ッ

コ内は調査依頼 メール発信数),こ れ ら公式ペー ジを持 った プロジェク ト参 加校 の 回答 回

収率 は,全 体平均 の32%と 大 差 ない31%で あ った。
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図2学 校ホームページの都道府県別開設比

表1学 校ホームページの運用形態

昨年6月 の文部省の調査 によれば,全 国の公立学校 の9.8%が イ ンターネ ッ トに接 続 さ

れ てお り,ま た我 々のデ ータか ら,そ の時点で全国の学校 の4.6%が 学 校 のペ ー ジ を持 っ

て いた。つ ま りインター ネッ トに接続 されている学校 のほぼ半数近 くがホームページ を公

開 してい ることにな る。 また,表2か らわかる ように,ホ ームペ ージ を公 開 している学校

の86%が イ ンターネ ッ トに接続 されている。昨年 か らの推移 で特 徴 的 な ことは ,ISDNの

ダ イヤルア ップ接続 が48%と 主流 を占める ようになったこ とである。これは ,都 道府県 の

教 育セ ンターな どに よる教育情報 ネ ッ トワークの整備がISDNの ダ イヤル ア ップ接続 を中

心 として進 んでいるこ とと連動 している。専用 回線 につ いて は新100校 プ ロ ジェ ク トの設

備高度化 に よってアナログ専用線が減 って いることがやや 目立つ。 なお ,LAN直 結 に は,

CATV回 線 を利用 したイ ンターネ ッ ト接続 などの形態 も含 まれ てい る。



表2学 校のインターネット接続形態

4学 校における設備上の問題点

さて,学 校の インター ネッ トへの接 続 は早い勢いで進 んでい るが,現 場 の学校の教師 か

らは多 くの問題点が指摘 されてい る。前 回は設備(ハ ー ド)と 運用(ソ フ ト)の 問題 を十

分 区別で きなか った ので,今 回,設 備 に関 した問題 を別 の項 目として質問 した。この結果,

もっと も多か ったの は,「 校 内ネ ッ トワー クの整備が不十分であ る」 とい う回答 であ り,

47%に 達 した。 また,「 インター ネッ トに接続で きるコンピュー タの数 が少 ない」 が42%

で これ に続 く。 これに対 して,回 線容量や 費用 の問題 はそれほ ど重要視 していない学校 が

多 かった。 さらに,学 校 の中のイ ンターネ ッ トに接続 された コンピュー タの台数 も尋 ねた

が,0台(5.1%),1台(31.7%),～3台(20.7%)な ど となってお り,6割 近 くは端 末

数 が3台 以下 であ り,特 に コンピュー タの導入の遅 れている小学校 で この傾向が強い。

インターネ ッ トの教育 利用 を進 めるため には,ま ず回線の設置が必要であ るが,こ れ と

並 行 して,校 内 ネッ トワー クの整備 や インター ネッ トに接続 され るコンピュー タの台数の

確 保が欠かせない ことがわか る。

表3設 備上の問題点(2項 目選択、計200%で 表示)



図3接 続 された端末数 図4設 備上の問題点

皿 イ ンターネ ッ トと教育 ・学習 情報資源

イ ンターネ ッ トの教育利用 は,リ ソース(教 育 ・学習情報資源)の 利用や提供と,コ ミュ

ニケーシ ョン ・コラボ レーシ ョン(交 流 ・共 同学習)に 大 きくわけ られるが,ま ずこのた

めに必要 な情報 の入手経路 を質問 した。結 果は表4に 示 されてお り,昨 年 とほ とん ど同 じ

結 果 となったが,WWWの 利 用が ネッ トサー フィンか ら検索エ ンジンを用いた 目的意識 を

もった探索 に移行 している様 子がわかる。電子メールや ネッ トニュース などの使われ方 も

ほ とん ど昨年 と変わ ってい ない。 また,日 本国内の教育,学 習 に関す る情報 を探す際 にど

のペ ージを見 るか をあ わせ て質問 してい るが,YAHOO!JAPANが72%と 圧 倒 的に多 く,

「こねっ と ・プラ ン」 の25%と 「インターネ ッ トと教 育」の25%が これ に続 い てい る。 他

の教育情報 に特化 した情報 リンク集 の利用度 はそ れほ ど高 くない。一方,全 文検索型のサー

チエ ンジ ンgooは12%で あ り,前 項 目の情報 の入 手経 路 で,WWW(検 索 エ ンジ ン)と

WWW(リ ン ク集)が2:1の 比 で あったこ とと合 わせ て考 えれば,デ ィレク トリサ ー ビ

スのYahooで キ ーワー ド検索 しているユ ーザ が多い とい うことになろ う。

表4イ ンターネットの教育情報の入手経路(2項 目選択、計200%で 表示)



表5不 足している教育 ・学習情報(2項 目選択,計200%で 表示)



さらに,現 在インターネット上で不足 している教育 ・学習「青報を質問 した。結果は表5

に示 されており,教 育実践事例報告が45%で 昨年と同様に1位 で,学 習指導案 ・授業案が

28%で これに続 く結果 となった。このような具体的な授業に直接役立つ情報の次に,教 育

用ソフ トウェア,電 子図鑑,電 子教科書,電 子年鑑のような教材,素 材データが位置 し,

その後,国 内外の交流先や共同学習の案内などの交流 ・共同学習に関する情報となってい

る。現場の教師のニーズが教育実践事例報告や学習指導案 ・授業案にあるということは,

逆に教師自身が情報発信を要求されているということにほかならない。

さて,こ れらの情報受信時および発信時における問題点をそれぞれ2項 目選択してもらっ

た結果が表6お よび表7で ある。受信時の問題点の1位 から3位 までが,学 習 ・教育の場

で利用可能な情報の絶対量が少ないことやこれを探 し出すことが容易でないことを示 して

いる。一方,4位 から7位 までは情報の質の問題であ り,マ スコミ等で話題になる児童生

徒に有害な情報を遮断できないという問題は5位 にとどまっている。これは学校内にまだ

十分な環境がな く,児 童生徒が自由に検索システムを利用するような実践が少ないためで

はないかと考えられる。また,情 報発信時の問題点に関しては,校 内組織の未整備が58%

で,こ れにコンテンツ作成や情報更新の手間が続いている。

]Vイ ン ターネ ッ トと交流 ・共同学習

インターネ ッ トにおける交流 ・共 同学習 をすすめ るにあたっての最低限の条件 と して,

教 師あるいは児童生徒が電子 メールを使 えるこ とが あげ られ るだろう。そ こで,こ こで は

交流 ・共 同学習 の現状や 問題点 とともにコ ミュニケーシ ョン環境の整備状況の基礎 デー タ

となる電子 メールアカウ ン トの発行数 を調べた ,ま ず,こ れ まで交流 ・共 同学習 を行 った

こ とが あるか どうか を質問 した。 この結果が表8に 示 されてい る。経験 な しが41%を 占め

ているが,国 内(県 外)と の交流が30%,海 外 との交流 も18%に 達 していることがわかる。

図5教 職 員 の メ ー ル ア カ ウ ン ト 図6児 童生徒のメールァカウント



表8交 流 ・共同学習の経験(2項 目選択、計200%で 表示)

表9交 流 ・共同学習の問題点(2項 目選択、計200%で 表示)

これ に比べて,地 域(同 一 自治体)あ るい は校内 など,身 近 な範囲 での実践 はそれほ ど

多 くない。 また,電 子 メールの アカウ ン トの発行数 では.教 職員 と児童生徒 に対す る もの

をそれぞれ図5と 図6に 示 した。教職員 に関 しては,29%の 学 校 でグループアカウ ン トも

含 めて電子 メールアカウ ン トが発行 されていない。 また,学 校 で1ア カウ ン トとい うとこ

ろ も31%で あ り,ア カウ ン ト数が3以 下 の学校 が72%に 達 している。 また,児 童生徒 に関

しては74%の 学 校 でメールアカウ ン トが発行 されてお らず,交 流 ・共同学 習 を進め る際の

大 きな障害 となる可 能性 がある。実際,表9に 示 した ように,交 流 ・共同学習 を進めてい

く上 での問題 点 を質問 した ところ,46%が メールア カウン トの不足 をあげてい る。次 に相

手 が見つか らない26%,プ ラ イバ シーが保て るか不安23%な ど となってい た。

Vま とめ

国内におけるインターネットの教育利用の現状を,我 々が実験的に運営 している教育情

報リンク集 「インターネッ トと教育」および学校のホームページ管理者へのアンケー ト調
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査から分析 した。インターネット上にホームページを持つ学校の数は全国の7%に 達 し,

毎週30校 近 くの割合で増加 している。今後のインターネットの整備計画から判断 して,こ

の数字はここ数年の間は40～80校/週 程度で推移することが予想される。このような急成

長の一方で.学 校内のインターネット接続可能端末や校内ネットワークの整備が進んでい

ないことも明らかとなり,校 外ネットワークと校内ネットワークのバランスのとれた整備

が今後必要になってくるであろう。

　現時点において,学 校のインターネットへの接続は,地 方自治体の教育センターなどを
ハブとするISDNの ダイヤルアップ接続が中心で,こ れが接続形態のほぼ半数近 くを占め

ている。 しかしならがらこの方法では回線費用などの制約などにより,各 クラスからいつで

も自由に利用するような形態があまり容易でないことも予想 され,引 き続 き専用線による

接続の可能性を追求すべ きであろう。

　 また,都 道府県や政令指定都市など大規模な自治体の教育センターによるサーバ集中管

理方式では,各 学校のメールアカウン トの発行などに大 きな制約が生 じることも考えられ,

今後各学校あるいは学校群単位(例 えば中学校区の小学校と中学校のユニット)な どでサー

バを設置するための技術的あるいは人的,予 算的な課題を解決 してゆく必要があろう。実

際,今 回の調査では,各 学校の先生が個八のメールアカウン トを学校に持つという状況に

はまだ遠いことが明らかとなっている。インターネットの教育利用のための基盤整備にお

ける第一段階の目標は,全 国の学校 をインターネッ トに接続することであるならば,次 の

段階ではすべての教師がメールアカウントをもって自由に交流できる環境の整備に目標を

置 くべきであるかもしれない。このような環境を日常的に経験することによってはじめて,

授業の中でのインターネットの活用の展望が開けて くるのではないだろうか。

付　記

　この調査は,日 本教材文化研究財団の 「教育におけるマルチメディア ・インターネットの効果に関

する研究(座 長:坂 元昂先生)」 から一部援助を受けています。
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資料　インターネッ トの教育利用の現状に関する調査

　 WWWの フ ォ ー ム と し て 提 示 し た 調 査 票 の 本 文(http://www.Osaka-kyoiku.ac.jp/educ/

query.html参 照)を 以 下 に 示 す 。 回 答 され た フ ォー ム は,集 計 者 に メー ル で 転 送 され る よ う設 定 し

た 。 また,直 接 メ ー ル に よる 回 答 希 望者 に は,同 内 容 の 調 査 票 を メー ル で 送 信 して い る。 な お,発 送

した2211通 の うち,91通(4.1%)は 相 手先 ア ドレス が 見 つ か らず リ ター ン メー ル と な っ た 。 調 査 依

頼 メ ー ル は1月11日 に 発送 し,509件 の 回答 が確 認 され た1月23日 に再 送 し,最 終 的 に710件 が 有 効 回

答 と な っ た(最 終 的 に2月7目 到 着 分 ま で を集 計 した)。 な お ,メ ー ル に よる 回 答 が あ っ た の は そ の

うち19件(2.7%)で あ っ た 。

　 なお,回 答 者 の内 訳 は以 下 の とお りで あ る 。

● 年 齢:～25才(2%),～30才(8%),～35才(27%) ,～40才(30%),～45才(21%),～50才

　 　 　 　(8%),～55才(3%),56才 ～(1%)
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● 所 属:小 学校 教 員(30%),中 学 校 教 員(26%),高 等 学 校 教 員(36%),盲 ・聾 ・養 護 学 校 教 員

　 　 　　 (5%),児 童 ・生徒 ・学生(!%),PTA・ 学校 関 係 者(1%),そ の 他 ・無 回 答(1%)

● 教 科:理 科(26%),算 数 ・数学(18%),社 会(13%),工 業 系(8%),国 語(7%),技 術 ・家

　 　 　　 庭(7%),商 業 系(5%),英 語(5%),保 健 体 育(2%),図 工 ・美 術(2%),音 楽

　 　 　　 (1%),農 業 系(1%),そ の 他 ・無 回 答(5%)

[A]学 校のWWWペ ー ジ及び設備

A-1　 学校の所在地(都 道府県),校 種を選んで ください。

A-2　 学校の規模を児童 ・生徒数でお　 z_ぐださい。

A-3　 あ なたが広い意味での 「学校のページ」を作成 していることは,

　 　　　次のどれに該当しますか,最 も当てはまるものを1つ 選んで下さい。

A-4　 あ なたの学校はインターネットに何らかの形で接続されて

　　　　いますか(学 校でご自分のWWWペ ージが閲覧できますか)。

　　　　次の中から最 も当てはまるものを1つ 選んで下 さい。

A-5　 あなたの学校 にはインターネットに接続されている

　　　　パーソナルコンピュータが何台あ りますか。

A-6　 あなたの学校でインターネットを利用する場合に,設 備などの面で

　　　　特に障害になっていることはなんですか。主なものを2つ 選んで下さい。

ム,　 　 　τ　　 _
ビ　リ 　　　　　m　 n　 　コロ　　 　ヘ　　ノ　　　ノ　　　　　　　ダ　　　

B-1　 「インターネット上の教育,学 習に関連する情報」を収集する

　　　　手段として何を用いていますか。主なものを2つ 選んで下 さい。
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B-2　 WWWで 「日本国内の教育,学 習に関する情報」を探す場合,あ なたがよく

　　　　利斥するサイ トはどこでしょう。主なものを2つ 選んで下さい。

B-3　 インターネッ ト上で不足 していると思われる教育 ・学習情報はなんですか。

　　　　主なものを2つ 選んで下さいn

B-4　 WWWで 教育 ・学習情報を利用する場合,ど んな点に困難を感 じますか。

　　　　主なものを2つ 選んで下さい。

B-5　 WWWで 学校から情報を発信する際に障害になっていることはなんですか。

[C]コ ミ ュニ ケ ー シ ョン

C-1　 電子メールや電子掲示板などによる,交 流 ・共同学習を行ったことがありますか。

　　　　主なものを2つ 選んで下さい。

C-2　 あなたの学校では,教 職員にメールアカウントがいくつ発行されていますか。

　　　 発行数を以下から選んでください(グ ループアカウントも1つ として数え,私 的に持ってい

　　　 るものは含めません)

C-3　 あなたの学校では,児 童 ・生徒にメールアカウントがい くつ発行されていますか。

　　　 発行数を以下から選んでください(グ ループアカウントも1つ として数え,私 的に持ってい

　　　　るものは含めません)

C-4　 電子メール,電 子掲示板などによる交流 ・共同学習を進める際になにが障害 となりますか。

　　　　主なものを2つ 選んで下 さい。
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Trends of K-12 Activities on the Internet in Japan

Kunio  KOSHIGIRI

Division of Science Education, Osaka Kyoiku University 

         Kashiwara Osaka 582-8582, Japan

 The Internet connectivity of the Japanese schools are rapidly growing in these years. 

Monbusho (The Ministry of Education, Science, Sports and Culture) plans to extend the 

Internet connectivity to all the schools in Japan unitl 2003. To see the present status of the 

K-12 activities on the Internet in Japan,we use the data taken from our URL archive "K-12 

from JAPAN" (http: // www. osaka-kyoiku. ac. jp / educ / ). We also sent a query form to 

web administrators of 2211 schools, where 710 answers are obtained. It is found that the 7% 

of the schools in Japan have their web home pages on the Internet, and the number of the 

web home page of schools is increasing at the rate of 28 / week. However, the environment 

of each schcol is not enough to use the Internet in classes, since 58% of the schools have 

at most 3 terminals connected to the Internet, and 72% of the schools have at most three 

e-mail accounts for teachers, and 74% of schools have no e-mail account for students.

Key Words : Internet, school, resource, communication, WWW, e-mail,


